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　株主の皆様には、日頃より温かいご支援を賜り、誠にありがとうございます。
　当社第76期の報告書をお届けするにあたり、ごあいさつを申しあげます。

　第76期2023年度の当社グループの業績は、連結売上高は731億40百万円（前期比13.7％増）、経常利益は73億78
百万円（同42.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は50億95百万円（同40.2％増）となり、売上・利益とも
に第二次中期経営計画「Denyo2023」の目標を大きく上回ることができました。
　国内ならびに海外の事業環境は、インフラへの設備投資が旺盛で、加えてイベント関連向けの需要も堅調に推移い
たしました。特に、海外の事業環境は、為替円安の影響もあり前期に続き北米向けをはじめアジアや中近東地域など
への出荷が増加いたしました。
　原材料価格の値上げや生産資材の品数不足などの影響もございましたが、生産工場の増産効果ならびにお客様に価
格の改定をお願いした結果、原価率も改善することができました。
　
　今期より3ヵ年の第三次中期経営計画「Denyo2026」がスタートいたします。初年度である2024年度は、引き続
きインフラ投資、公共投資の継続や防災・減災対策などは堅調な推移が期待されますが、北米の需要につきましては、
少し減速するものと予想しております。
　また、人件費や物流コストの上昇などもあり、利益面では
若干の減益を見込んでおりますが、「Denyo2026」の計画達
成に向けて、新技術を活用した製品開発に取り組むとともに、
国内外のグループ会社全体で生産面の合理化を推進し、持続
的な成長に向けて尽力してまいります。

　なお、期末配当金につきましては、前期末比13円増配の1
株当たり普通配当金40円とさせていただきました。今後は株
主の皆様へ累進配当継続を前提に利益還元を踏まえ総還元性
向40％を目安に成果配分を実施してまいります。

　株主の皆様には、今後ともデンヨーグループへの一層のご
支援を賜りますようお願い申しあげます。

　　2024年６月

ごあいさつ

代表取締役社長

吉永隆法
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連結決算（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

グラフで見る連結業績の推移

80,000

60,000

40,000

20,000

0

8,000

4,000

6,000

0

2,000

0

8,000

4,000

6,000

2,000

6,000

1,200

2,400

3,600

0

4,800

250

150

200

0

50

100

10

4

8

6

0

2

第76期
2023年度

7,089

第76期
2023年度

5,095

第76期
2023年度

第76期
2023年度

2,167 2,305

34,201

第72期
2019年度

62,887

30,176

第72期
2019年度

6,057

2,649

第72期
2019年度

6,202

2,646

第72期
2019年度

4,071

1,828

第73期
2020年度

55,006

25,346

第73期
2020年度

5,332

2,014

第73期
2020年度

5,645

2,167

第73期
2020年度

3,860

1,442

73,140

1,598

第76期
2023年度

246.83

77.46

第72期
2019年度

194.32

87.22

第73期
2020年度

185.13

69.17

7.3

第76期
2023年度

第72期
2019年度

6.7

第73期
2020年度

7.4

第75期
2022年度

第74期
2021年度

64,311
55,168

28,27124,836

第75期
2022年度

第74期
2021年度

4,874

3,653

1,083
1,615

第75期
2022年度

第74期
2021年度

5,180

4,029

1,157
1,689

第75期
2022年度

第74期
2021年度

3,633

2,753

800
1,173

第75期
2022年度

第74期
2021年度

175.64

132.02

38.64
56.25

5.7

第75期
2022年度

第74期
2021年度

4.6

7,378

売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）
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1 株当たり当期純利益
（円） 中間 期末

自己資本利益率（ROE）
（％）

現金及び
現金同等物の
期首残高
22,331

営業活動による
キャッシュ・フロー
4,176
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キャッシュ・フロー
△1,835
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期末残高
24,029
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（単位：百万円）

2023年度
2023年４月１日から2024年３月31日まで

連結キャッシュ・フロー計算書
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製品別の概況（連結）（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

●発電機関連

●溶接機関連

●コンプレッサ関連

　その他では、堅調な建築需要を背景に高所作業車の出荷
が順調に推移したほか、製品に付随する部品売上も増加し
たことから、売上高65億21百万円（同18.9％増）となり
ました。

●その他

（ガソリンエンジン溶接機　GAW-190ES2）

（ディーゼルエンジン発電機　DCA-220LSIE2）

（左）自走式高所作業車　HW-450XC
（右）自走式高所作業車　HW-600ZC
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■製品別売上高の推移（単位：百万円）

（注）国内市場占有率は当社調べによる。
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■製品別売上高の推移（単位：百万円）

　発電機関連では、国内市場向けは、工事やイベ
ントなどで使用される可搬形発電機の出荷が大型
機を中心に順調に推移し、停電対策用の非常用発電
機の出荷も回復基調で推移いたしました。海外市場向けは、アメ
リカ向けが大幅に増加し、アジア向けも堅調に推移いたしましたこ
とから、売上高614億87百万円（前期比14.5％増）となりました。

　溶接機関連では、部品不足による影響で
一部製品の生産に支障が生じましたが、
TIG溶接機や海外向け大型機の出荷が堅調に
推移いたしましたことから、売上高44億37百万円（同
0.8％増）となりました。

（ディーゼルエンジンコンプレッサ　DAS-100LBE-C）

　コンプレッサ関連では、海外市場向
けのエンジンコンプレッサの出荷が増
加しましたが、国内市場向けの出荷が減
少しましたことから、売上高6億93百万円（同4.6％
減）となりました。

国内市場
占有率

15％

国内市場
占有率

55％

国内市場
占有率

70％
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○所有者別株式分布状況

外国人
109名
4,672千株（21.80％）

金融機関
17名
6,288千株（29.34％）

その他国内法人
215名
5,270千株（24.58％）

証券会社
19名
276千株（1.29％）

個人・その他
5,071名
4,927千株（22.99％）

○発行可能株式総数	 97,811,000株
○発行済株式の総数	 22,859,660株
	 （自己株式1,422,964株を含む）
○株主数	 5,432名
○大株主

株　　主　　名 持　株　数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,956千株 9.12％

ザ	エスエフピー	バリュー	リアライゼーション	
マ スター	 フ ァンド	 エ ルティーディー 1,795 8.37

株 式 会 社 久 栄 1,417 6.61

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,055 4.92

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 872 4.06

株式会社日本カストディ銀行（信託E口） 739 3.45

デ ン ヨ ー 親 栄 会 672 3.13

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 570 2.66

ザ	チェース	マンハッタン	バンク	エヌエイ	ロンドン	
スペシャル	 オムニバス	 エス	 エル	 アカウント	 553 2.58

株 式 会 社 鶴 見 製 作 所 543 2.53

（注）	 １．	みずほ信託銀行株式会社の所有株式数1,055千株は、株式会社み
ずほ銀行が退職給付信託の財産として拠出しており、その議決
権行使の指図権は同行が留保しております。

２．	当社は、自己株式を1,422,964株保有しておりますが、上記の大
株主より除外しております。

３．	持株比率は、自己株式（1,422,964株）を控除して計算しており
ます。

４．	当社は従業員の福利厚生サービスとして自社の株式を給付する、
「株式給付信託（J-ESOP）」および当社取締役に対する株式報酬
制度「取締役株式給付制度」として「株式給付信託（BBT）」を
導入しており、これらの信託の受託者であるみずほ信託銀行株
式会社から再信託を受けた株式会社日本カストディ銀行（信託E
口）が当社株式739千株を保有しております。

株式の概況（2024年３月31日現在） 会社の概況（2024年３月31日現在）

商 号
創 立
本 社
事 業 所
資 本 金
従 業 員
営業種目

デンヨー株式会社
1948年７月２日
東京都中央区日本橋堀留町２丁目８番５号
全国22ヵ所
1,954百万円
596名（連結子会社を含めた従業員1,408名）
下記製品の製造ならびに販売
発　	電　	機：	エンジン発電機、定置形発電機、電源車
溶　	接　	機：	エンジン溶接機、バッテリ溶接機、	

特殊溶接装置、溶接用治具装置
コンプレッサ：エンジンコンプレッサ、モーターコンプレッサ
そ　	の　	他：	高所作業車、投光機、負荷試験装置、	

部品および修理、その他

役員（2024年6月27日現在）

代 表 取 締 役 会 長 白 鳥 昌 一

代 表 取 締 役 社 長 吉 永 隆 法

取 締 役 常 務 執 行 役 員 山 田 正 雄

取 締 役 常 務 執 行 役 員 田 邊 　 誠

取 締 役 上 席 執 行 役 員 大 友 建 一

取 締 役 上 席 執 行 役 員 港 　 正 一

社 外 取 締 役 武 山 芳 夫

取 締 役 常 勤 監 査 等 委 員 廣 井 　 亨

取 締 役 常 勤 監 査 等 委 員 窪 　 和 義

社 外 取 締 役 監 査 等 委 員 山 上 圭 子

社 外 取 締 役 監 査 等 委 員 名 執 雅 子

社 外 取 締 役 監 査 等 委 員 古 東 　 誠

執行役員

上席執行役員 布 上 幸 夫 執 行 役 員 古 田 禎 久

上席執行役員 蝶 勢 　 昇 執 行 役 員 池 田 隆 敏

上席執行役員 塚 﨑 裕 一 執 行 役 員 檜　垣　純一朗

執 行 役 員 藤 本 庄 一 執 行 役 員 鮱 原 孝 史

執 行 役 員 藤　本　庄一郎 執 行 役 員 山 口 　 健

執 行 役 員 白　井　憲治郎

執 行 役 員 池 田 孝 治
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水素混焼エンジン発電機　福井工場に設置

広島営業所　新事務棟・倉庫棟完成

　2024年3月に水素混焼エンジン発電機*DCA-
610SPK―H2を福井工場に設置しました。

　本発電機は、BCP対策の一環として工場停電時の
バックアップ電源で活用する他、水素混焼エンジン
発電機の拡販に向けたPR施設としても活用してま
いります。

　デンヨーは、今後、水素サプライチェーンを構築するためのノウハウを蓄積し、カーボンニュー
トラルと水素社会の実現に貢献してまいります。

*	燃料に水素を最大50%混合した発電が可能で、軽油のみを燃料とした場合に比べ、発電時のCO2排出量を最大50％削
減できます。

　広島営業所の新事務棟が2023年9月に完成いたし
ました。

　老朽化等に伴い建て替えた新事務棟には、バリア
フリー対応としてエレベーターを設置し、BCP対策
として非常用発電機を設置することで、従業員の安
心・安全を確保した職場環境となっております。

　2024年4月には、倉庫棟も完成し、脱炭素への取
り組みとして太陽光発電設備を設置し、事務棟と倉庫棟の電力を賄っております。

　デンヨーは、引き続き人的資本経営の一環として職場環境の改善を積極的に推進してまいります。

ニュース
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東京ドームに広告看板掲出

ふくい桜マラソン2024に協賛

　2024年3月1日より東京ドームのバックスクリー
ン横に広告看板を掲出いたしました。

　東京ドームでは、プロ野球はもちろんのこと、コ
ンサートや展示会など年間を通して多くのイベント
が開催され、多様なコンテンツがグローバルに発信
されています。

　デンヨーは、スポーツ・文化への貢献に積極的に取り組むとともにグローバルな企業活動を推進
してまいります。

　2024年3月31日に北陸新幹線（金沢～敦賀間）開
業に合わせ開催された、福井県初の都市型フルマラ
ソン大会「ふくい桜マラソン2024」にサポーティ
ングパートナーとして協賛いたしました。

　大会には当社従業員5名がランナーとして参加し、
当社のマザー工場がある福井県をともに盛り上げま
した。



株主メモ

事 業 年 度
定時株主総会
定時株主総会の基準日
期末配当の基準日
	中間配当の基準日
単 元 株 式 数
公 告 方 法	
	
	
	

株主名簿管理人

郵便物送付先

毎年４月１日から翌年３月31日まで
毎年６月
３月31日
３月31日

９月30日
100株
電子公告	
https://www.denyo.co.jp/	
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載する方法とする。
東京証券代行株式会社	
東京都千代田区神田錦町三丁目11番地
〒168-8522　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
東京証券代行株式会社　事務センター
　0120-49-7009

取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店お
よび全国各支店で行っております。

当社のホームページもご覧ください。

当社のホームページでは、企業情報のほか、グループ各
社の事業紹介、IR情報などさまざまな情報をタイムリー
に発信しております。
是非アクセスしてみてください。

トップページ

IRページ 

https://www.denyo.co.jp/

 ・住所変更・単元未満株の買取等のお申出先について
　お取引口座のある証券会社にお申し出ください。ただし、特別口座に記録された株式に係る各種手続きにつきましては、特別
口座の口座管理機関である東京証券代行株式会社にお申し出ください。
 ・未支払配当金のお支払いについて
　株主名簿管理人である東京証券代行株式会社にお申し出ください。
 ・「配当金計算書」について
　配当金を銀行等口座振込（株式数比例配分方式を除きます。）または配当金領収証にてお受取りの場合、お支払いの際ご送付
している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。なお、株式数比例配分方式を
ご選択されている株主様におかれましては、お取引の証券会社等にご確認ください。

〒103-8566　東京都中央区日本橋堀留町二丁目8番5号
TEL: 03(6861)1111　　https://www.denyo.co.jp/


